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全国連合退職校長会教育憲章

われわれは、教育基本法の精神を踏まえ、日本の教育推進の指針として、
この憲章を定める。

日本の教育は、個人の尊厳、生命に対する畏敬の念を重んじ、日本人と
しての自覚と誇りをもち、世界の平和と豊かな文化の創造、人類の福祉に
貢献できる心身ともに健康で主体性のある国民の育成を期するものである。

そのために、われわれは、以下に具体的な目標を掲げ、人間育成の具現
化に努める。

１ 人間尊重の精神にのっとり、一人一人が自他を大切にし、心身ともに
たくましく生きる力をもつ。

２ 日本の自然を愛護し、豊かな情操を培うとともに、地球環境の保全に
尽くす。

３ わが国がはぐくんできた文化や伝統を尊重し、他国の文化への理解を
深め、 豊かな文化を創造する。

４ 日本の美しいことばを大切にし、礼節を重んじ、豊かな人間性を培う。
５ 誠実さや勤勉さを大切にし、勤労の意義と奉仕の尊さを知り、共に生

きる喜びをもつ。
６ 生涯にわたり、向学心に燃え、真理を求め、創造性豊かに主体的に生

きぬく力をもつ。
７ 和の精神と思いやりの心をもち、温かな家庭と心の通い合う地域社会

の形成に努める。
８ 善悪の判断を正しく行い、公共の精神と社会の一員としての自覚と責

任をもって社会の発展に尽くす。
９ 民主的な社会及び国家の形成に努め、国と郷土を愛するとともに、他

国と協調して世界の平和と発展に尽くす。

平成22年   　月232 日制定



令和 6年度は、新年早々「能登半島地震」が発生、その後も気候変動等により各地

で多大な被害が続発しました。改めてお見舞い申し上げるとともに復興が一日も早い

ことをお祈りします。

各地区退職校長会におかれましては、様々な困難な状況の中においても、全連退の

創立以来の目標である「教育尊重の気運を高め、教育の振興に寄与する」ことを目指

して、退職校長会の活動が停滞することなく実施されましたことを喜びと致します。

現在、学校教育においては、すべての子供たちの可能性を引き出す個別最適な学び

と、協働的な学びの一体的な実現を図り、教育の質を向上させることが求められてい

ます。そのためには、教師に質の高い優れた人材の確保と教職員の処遇改善が喫緊の

課題であり、全連退は国及び関係機関等に要望活動を展開してきました。

文科省は、質の高い公教育の再生に向けて、働き方改革、処遇改善、指導・運営体

制の充実を一体的に進めていくと発表しました。一方、学校現場においては、学習意

欲や学力の低下、不登校、いじめ問題が後を絶たず、教師は生活指導や保護者対応に

追われ、教師の途中退職者の増加や教師志望者の減少という深刻な課題があります。

全連退の学校支援活動として、コミュニティ・スクール（学校運営協議会）に参画

し、地域住民と連携・協力し、地域全体で子供たちの成長を支え、家庭や地域の教育

・文化の振興に貢献することが期待されています。

今後とも、退職校長会として、設立以来の目標や活動を継承し学校支援・地域活動

に一層貢献されますことをお願い申し上げます。

なお、「年間紀要」は今年度よりＢ判からＡ判に拡大となりましたが、印刷費用等

高騰の折、頁数を縮小しましたので、ご理解をお願いいたします。

はじめに
会 長　田中　昭光
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全国連合退職校長会の
　　　　　年間活動報告

総務部
　部　長	 橋本　誠司
　部　員	 荻原　武雄
	 岡野　仁司
	 村山　忠幸
	 三上　裕三
	 藤崎　武利

令和 6 年 1 月 1 日夕方、石川県北部を震源とする能登半島地震（Ｍ7.6）が発生。直後に津波も押し寄せ
て各所で家屋の倒壊、火災、がけ崩れ等々、甚大な被害に見舞われた石川県の退職校長会では、会員の安否
や連絡さえもとれない状況の中で新年度を迎えた。
本年度は副会長 2名、常任理事 3名と理事17名の交代があったが、理事会・総会、副会長会、常任理事会
などの運営に役員が一致協力し、連合体としての円滑な事業活動の推進に努めた。

❶ 令和₆年度の組織・役員

〔会　長〕　　田中　昭光

川端　重義	（神奈川）
土門　能夫	（茨　城）
木村　茂夫	（栃　木）
立見　康彦	（群　馬）
新井　俊一	（埼　玉）
澤口　　正	（千　葉）
角田美枝子	（東　京）
内藤　重明	（山　梨）
川人　邦夫	（長　野）
高橋　雄一	（新　潟）

〈常任理事会〉
〔常任理事〕（都県会長）

総 　 務 　 部 	 橋本　誠司…………………（各部長・委員長が総務部員を兼務）
教 育 振 興 部 	 荻原　武雄…………………植松光一　高橋妃彩子　馬場喜久雄
生 涯 福 祉 部 	 岡野　仁司…………………荒井忠夫　川名葉子
広 　 報 　 部 	 村山　忠幸…………………阿部邦幸　永井洋子　久富美智子
会 　 計 　 部 	 三上　裕三…………………川和誠一　木村茂夫
教育課題委員会	 橋本　誠司…………………梅村　勝　堀内比佐子
事 業 委 員 会	 藤崎　武利…………………新藤久典　斎藤とも子

〔顧　問〕　入子　祐三
〔監　事〕　坂爪　靖夫（福　島）　澁谷美智子（神奈川）　高田　　勇（富　山）
〈事務局〉　川井　　仁（事務局長）　佐々木多美子（事務局次長）

〈総　会〉

令和６年度　組織・役員

北海道	 千田　　薫	（北海道）………………（北海道）

東　北	 太宰　　明	（宮　城）………………（青森）（岩手）（宮城）（秋田）（山形）（福島）

関東甲信越	 川端　重義	（神奈川）………………（茨城）（栃木）（群馬）（埼玉）（千葉）（東京）

（神奈川）（山梨）（長野）（新潟）

東海北陸	 川上　憲治	（石　川）………………（富山）（石川）（福井）（岐阜）（静岡）（愛知）（三重）

近　畿	 中室　清文	（奈　良）………………（滋賀）（京都）（大阪）（兵庫）（奈良）（和歌山）

中　国	 塩川　　寛	（島　根）………………（鳥取）（島根）（岡山）（広島）（山口）

四　国	 石川　和幸	（徳　島）………………（徳島）（香川）（愛媛）（高知）

九　州	 塚本　俊郎	（長　崎）………………（福岡）（佐賀）（長崎）（熊本）（大分）（宮崎）

	 	 	 （鹿児島）（沖縄）	

〈理事会〉 　　・　　 〈事務局長会〉
〔理事〕
（各都道府県（団体）会長）（地区連絡協議会会長）

〈部長会〉
〔常任理事〕（部長・委員長）

（各都道府県（団体）事務局長）
〔副会長〕〈副会長会〉　
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令和６年度　都道府県会長・理事等一覧

都道府県 役職　会　長 事務局長 都道府県 役職　会　長 事務局長

北海道 ◎　千田　　薫 佐藤　晴樹 大阪なにわ ◦　向山　昭憲 緒方　將隆

青森県 ○　奈良　年永 鳴海　　強 大阪府春秋 ◦　和田　良彦 川端　康之

岩手県 ○　吉川　健次 舘澤　卓宏 兵庫県 ○　江本　博明 益本　宗法

宮城県 ◎　太宰　　明 桂島　　晃 奈良県 ◎　中室　清文 荒木美久子

秋田県 ○　伊藤　栄二 石郷岡仁司 和歌山県 ○　加賀谷　弘 北澤　正憲

山形県 ○　鈴木　弘康 村山　良光 鳥取県 ○　中川　俊隆 橋本　佳忠

福島県 ○　福士　寛樹 坂爪　靖夫 島根県 ◎　塩川　　寛 山㟢　敦史

茨城県 ◇　土門　能夫 増渕　　誠 岡山県 ○　森　　啓介 山田　育徳

栃木県 ◇　木村　茂夫 大谷　　仁 広島県 ○　徳永　正夫 鞆井　誠二

群馬県 ◇　立見　康彦 入山　利行 広島市 ◦　光原　達夫 佐藤　篤正

埼玉県 ◇　新井　俊一 稲葉　昭一 広島県　高 ◦　砂田　勝彦 羽仁　正一

○　稲葉　昭一 山口県 ○　林　　健司 松原　夏樹

千葉県 ◇　澤口　　正 天野　　桂 徳島県 ◎　石川　和幸 藤倉　利幸

○　大橋　達男 香川県 ○　西川　和裕 中西眞理子

東京都 ◇　角田美枝子 直井　一郎 愛媛県 ○　長井　俊朗 柳原　　健

神奈川県 ◎　川端　重義 伊藤　康男 高知県 ○　岡田　　健 伊藤　正孝

山梨県 ◇　内藤　重明 内藤伊久磨 福岡県　小 ◦　能間　瀧次 鶴田　安秀

長野県 ◇　川人　邦夫 金田　要司 福岡市　小 ◦　木村　俊明 時枝　豊実

新潟県 ◇　高橋　雄一 今井　真悟 北九州市　小 ○　髙木　　眞 西岡　幸則

富山県 ◎　加藤　一郎 米田　眞二 福岡県　中 ○　佐々木基成 安部　常美

石川県 ○　川上　憲治 寺井　雅樹 佐賀県 ○　今村　統嘉 中村美喜雄

福井県 ○　山岸　俊一 藤田　清憲 長崎県 ◎　塚本　俊郎 松田　行雄

岐阜県 ○　吉田　政直 野村　　務 熊本県 ○　上田由理子 川原　良介

静岡県 ○　池田　富夫 志村　明彦 熊本県　高 ◦　石川　博敏 坂本　弘史

愛知県 ○　岡田　　豊 波多野愼次 大分県 ○　廣瀬　孝二 赤星正與志

三重県 ○　酒井傅美雄 古市　恒明 宮崎県 ○　押川　政昭 倉永　保宏

滋賀県 ○　箕浦　捨夫 市田太芽男 鹿児島県 ○　東　　修一 山下　峰雄

京都府 ○　白石　悦徳 中村　　隆 沖縄県 ○　池原　　武 又吉　　繁

大阪みおつくし ○　横山治八郎 関本　松生

〈備　考〉	 ◦　理事は、各都道府県から 1名ずつ選出する。ただし、会員数3500名以上の都道府県は、
	 　　 2名とする。（会則　第 5条の 3）
	 ◦　各府県内に複数の団体がある府県は、内部の団体間で調整し 1名の理事を選出する。

（◎　副会長　　◇　常任理事　　○　理　事　　◦　団体会長）
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6 月 6 、 7 日の理事会・総会（於；品川区立総合区民会館きゅりあん）において、活動目標・事業計画、
会計予算案等をはじめ「総会宣言」が承認された。（「会報第232号」参照）
各県退職校長会（55団体）ではこの一年、「都道府県退職校長会概要集」に示す通り、地域のさまざまな
教育支援活動を展開し、本部では国への要望活動や文科省・関係団体との連携・協働、各県から要望意見の
あった広報活動や慶祝事業の工夫・改善に努めた。

　一　�各都道府県退職校長会との連携並びに各都道府県退職校長会相互の連携を一層密にし健全な教育世論
を喚起し　教育の振興に寄与する

　一　�質の高い学校教育を願い　人材確保等教育諸条件の整備・充実を期し　その研究協議を深め　政府・
関係機関への要望や意見具申を行う

　一　�安心できる社会保障制度の確立のために政府・関係機関に要望を行い　会員の福祉の増進に努める
　一　�「チーム学校」の働き方改革への実効ある支援と地域学校協働活動への参画を通して　家庭や地域の
教育・文化の振興に努め　併せて生きがいのある生涯学習を実践する

　一　�会員相互の絆を大切にし　情報の共有や共通理解を図り　校園長会をはじめ関係機関・団体との連携
を一層深め　組織の拡充・活性化を着実に進める

　一　�国民こぞって教育の在り方を考える日として　国民の祝日「教育の日」の制定と活動内容の充実を図
るため　校園長会をはじめ関係機関や団体とともにその推進に努める

　一　�東日本大震災・原発事故や能登半島地震をはじめとする　自然災害等により被災した地域の復興・創
生と教育環境の正常化を政府・関係機関に求めるとともに　会員の相互扶助と連帯の精神により支援に
努める
令和 6年 6月 7日　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第60回　全国連合退職校長会　総会

世界平和や自然災害等への不安が高まる中、心身ともにたくましく生きていく人材の育成には教育尊重の
気運を高め、新しい時代に相応しい教育の充実・向上に努めることが大切である。また、今日の社会保障制
度改革の動向を見据えて、会員の福祉の増進に努める必要がある。
この時に当たり、全国連合退職校長会は諸課題について考究し、時宜に応じた意見や提案を発信するな
ど、各都道府県退職校長会の連合体としての活動を進めていく。
ここに、総会において、下記事項の実現に尽力することを宣言する。

❷ 令和₆年度　理事会・総会の開催

田中昭光会長は 8月 2日、副会長 8名と本部役員を伴って文部科学省を訪問し、盛山正仁文部科学大臣へ
の要望書を提出した。続いて厚生労働省、総務省を訪問し各大臣への要望書を提出した。

（「会報第233号」参照）

❸ ₃省庁、国会議員等への要望・意見具申

次代を担う子供たちの健やかな成長は全ての大人の願いであり、子供たちが全国どこに生まれ、どんな家
庭に育ったとしても、等しく良質な学校教育を受けられるようにすることは、私たち大人、そして国の責務
です。
教育は国の礎であり、子供一人一人の学びを保障し令和の学校教育の充実・振興を図っていくためには、
教育現場に行き渡る大胆な財政支援、とりわけ「教員のなり手不足」の解消、優れた教職員の確保が不可欠、

総　会　宣　言

記

盛山正仁文部科学大臣への要望書
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喫緊の課題です。
私たち全国連合退職校長会は、四十七都道府県の会員八万余名の総意として、下記事項を強く要望いたし
ます。特段のご高配をお願い申し上げます。

１　教育の機会均等と教育水準の維持・向上
義務教育制度の根幹を為す義務標準法、義務教
育費国庫負担制度、教科書無償給与制度等を堅持
するとともに、国庫負担率二分の一への早期復元
を図ること。

２　令和の日本型学校教育の推進
⑴　�第八次教職員定数改善計画を策定し、小学校
中学年にも教科担任制を導入する各教科の専任
教員を配置すること。
⑵　�「個別最適な学び・協働的な学び」を実現す
るため、中学校においても三十五人の少人数学
級に引き下げること。
⑶　�学習指導要領の基本理念である「カリキュラ
ム・マネジメント」「主体的・対話的で深い学
び」のある授業改善等を推進する校内研修のサ
ポート体制を充実すること。
⑷　�一人一台学習端末機周辺のＩＣＴ環境を整備
促進するとともに、オンライン学習に有効なデ
ジタル教材や生成ＡＩの活用について検証を急
ぐこと。
⑸　�急増する発達障害等、特別な支援を必要とす
る児童生徒の多様な学びの場を充実・整備する
こと。

３　「学校における働き方改革」の実現
スクールカウンセラーやスクールソーシャルワ

ーカー、部活動指導員、教員業務支援員、スクー
ルロイヤー、ＩＣＴ専門スタッフ等の配置により
「チーム学校」を充実し教員の長時間勤務の解
消、本務に専念できる勤務環境の整備を促進する
こと。

４　優秀な人材の確保、処遇の改善
⑴　�「教員不足」「教員のなり手不足」の解消、
意欲と情熱のある優れた教職員を確保するため、
人材確保法の趣旨や勤務実態調査等を踏まえた
処遇の改善、並びに教員の養成・免許の取得・
採用・研修の一体的な改善を図ること。
⑵　�定年制の改正に伴う再任用等の拡充、退職校
園長の有識者会議等への登用、春秋叙勲の拡充
に努めること。

５　被災地域の復興・教育再生
未だ復興途上にある東日本大震災・原発事故を
はじめ、能登半島地震や全国各地で続発している
自然災害で被災された地域の復興・教育再生のた
め、迅速かつ強力に支援すること。

６　日本の教育の振興
現在、全国三十九都道県、二百十八市区町村に
制定されている「教育の日」をさらに拡充し、国
民こぞって教育の在り方を考え、教育の振興を期
する「国民の祝日」として制定すること。

全国連合退職校長会は、「教育尊重の気運を高め、教育の振興に寄与するとともに、会員の福利厚生の拡
充に努める」ことを目的に活動している。
各都道府県退職校長会八万余名会員の総意として、下記事項を要望する。

一　�長寿社会で働く高齢者の年金については、特に六十歳代前半の在職者老齢年金の支給停止基準を緩和す
るよう配慮されたい。
二　�高齢者が健康で意欲と能力がある限り、年齢に関わりなく働き続けることができる施策として、「生涯
現役地域づくり環境整備事業」を充実されたい。
三　�高齢者医療制度の見直しに当たり、健康保険料・介護保険料等の負担が過重にならないよう、高齢者の
生活安定に配慮されたい。

記

記

武見敬三厚生労働大臣への要望書
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一　�長寿社会で働く高齢者の年金については、勤労意欲を損なわないよう在職者老齢年金の支給停止基準を
緩和するよう配慮されたい。
二　�高齢者の生活安定を堅持するため、年金受給者への課税増等による税負担が過重にならないよう配慮さ
れたい。
三　�共済年金と厚生年金の一元化に伴い、職域加算を保障する「年金払い退職給付」が実施されたが、今後
も退職教職員の生活安定の施策を要望する。

〔中央教育審議会・質の高い教師の確保特別部会への意見提出〕
「令和の日本型学校教育を担う質の高い教師を確保するための環境整備に関する総合的な方策につい
て」（審議のまとめ案）に対する意見を求められ、全連退の意見を提出した。（ 6月28日）
〔主な意見〕
〇　�教職は子供の教育に責任をもって携わる極めて崇高な職業である。「教職はブラック企業」のイメ
ージの払拭、「教職の魅力」の発信に努め、「教員のなり手不足」の解消に努めたい。
○　�優れた人材の確保のためには、増大する教師の業務、勤務の実態に見合った処遇改善が必至であ
り、教職調整額の引き上げ（10％以上）、給与水準の維持・向上は、学校・教職員の50年来の願いで
もある。処遇改善により教師志望者の増加も期待できる。
○　�第八次教職員定数改善計画の策定、小学校中学年への教科担任制の導入、学級担任教師の持ち授業
時数の削減等により、学校における働き方改革を加速化させてほしい。

〔国会議員への陳情活動〕
田中昭光会長と本部役員は12月18日、衆議院・参議院議員会館を訪問し、阿部俊子文部科学大臣をはじ
め文教関係の国会議員（20余名）に、「教育の振興に関する要望書」と「国民の祝日「教育の日」制定の
お願い」を提出した。（「会報第234号」参照）

〔文部科学省との連携・協働〕
①　初等中等教育局財務課とのリモート懇談会
子どもたちの豊かな育ちと学びを支援する教育関係団体連絡会（教育関係23団体）が秋に開催を予定し
ている全国集会での「教育予算拡充を求める緊急アピール」について、財務課からの要請に応じ、リモー
トによる懇談の場を設けた。（ 8月26日）
教員の定数改善や処遇改善に必要な予算の確保及び支援スタッフの充実を強く希望していることを伝え、
文部科学省が行う概算要求を後押しすることを確認し合った。

②　初等中等教育局財務課との懇談会
全国退職女性校長会と全国教育女性連盟の役員 6名を伴って文部科学省を訪問し、堀家健一課長補佐の
講話「教師を取り巻く環境整備について」下記資料をもとに、主に働き方改革の進捗状況について懇談す
ることができた。（ 9月 9日、下記は提供資料の一部）

❹ 文部科学省や教育関係団体との連携・協働

〔資料〕
教師を取り巻く環境整備　総合推進パッケージ　　　（令和 6年 8月　文部科学省）

①　学校における働き方改革を一層進めます
　〇働き方改革の実効性の向上　　〇次世代校務ＤＸなどによる業務の適正化の一層の推進

松本剛明総務大臣への要望書（前文略）
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中教審答申に基づく施策（働き方改革、定数改善、処遇改善など）の実現を期待し、「ブラック企業」
の払拭、「教職の魅力」の発信にも努めてほしいと強く要望した。

③　総合教育政策局地域学習推進課との懇談会
9月12日、赤池誠章参議院議員と

高木秀人地域学習推進課長が全連退
事務局に来訪され、「コミュニティ
スクールと地域学校協働活動の一体
的推進」（右図）の実現に向けて、
協力を要請された。この施策は、全
連退の活動目標「・・・地域学校協
働活動等への参画を通して家庭や地
域の教育・文化の振興に寄与する」
と軌を一にしており、文部科学省施
策の協力団体として名を連ねること
とした。（協力団体は令和 6年11月時点、教育分野26団体をはじめスポーツ・防災安全・福祉等の12分野、
計68団体が登録されている。）

〔５校種校園長会との連絡会〕
6 月20日、全国国公立幼稚園・こども園長会、全国連合小学校長会、全日本中学校長会、全国高等学校

長協会、全国特別支援学校長会の会長・役員からの情報提供により、「令和の日本型学校教育」を担って
教育活動に専念している学校現場の現状・課題や文科省への要望などについて協議を深めた。その課題や
要望については、全連退の国への要望活動に活かしていくことができた。
（「会報第233号」参照）

コミュニティスクールと地域学校協働活動の一体的推進

コミュニティスクール

地域学校協働活動

（地域と学校をつなぐ
　コーディネーター）

学校運営協議会 校長等
・校長が作成する学校経営の基本方針を承認
・学校運営について教育委員会・校長に意見
・教職員の任用に関して教育委員会に意見（委員）10～15人程度
　地域住民、保護者、地域学校協働活動推進委員など

・放課後等における学習支援・体験活動
・授業補助、校内清掃、登下校対応、
部活動補助など学校における活動
・地域の防災活動、お祭り等への参画
など地域を活性化させる活動

・地域学校協働活動推進委員
保護者、地域住民、PTA、子供会、
民生・児童委員、人権擁護委員、
消防団、社会教育団体・施設、
文化・スポーツ団体、企業・NP0　など

・学校運営の
　基本方針
・学校運営・
　教育活動

（文部科学省）

意見

教
育
委
員
会

任命

委嘱

承認
意見

説明

地域学校協働活動推進委員

　〇健康・福祉の確保及び柔軟な働き方の推進
②　教職員定数の改善等により、指導・運営体制を充実させます
　〇教職員定数の改善
　・小学校における教科担任制の拡充（中学年 : 新規採用教師）	 2,160人改善
　・生徒指導担当教師の全中学校への配置	 1,380人改善
　・多様化・複雑化する課題への対応	 476人改善
　・35人学級の推進等、基礎定数の増加	 3,637人改善
　〇若手教師へのサポートと学校内外との連携・調整を担う「新たな職」の創設
　〇支援スタッフの配置充実
　・教員業務支援員（単価引き上げ）副校長・教頭マネジメント支援員（1,000人→3,000人）
　・スクールカウンセラー（重点配置校10,000校→11,300校）
　　スクールソーシャルワーカー（重点配置校10,000校→11,600校）
　・部活動支援員（16,000人→17,500人）　・校内教育支援センター支援員（新規3,000校）
　・日本語指導補助者・母語支援員を含む日本語指導体制への支援（拡充）
　〇�心理・福祉等の高い専門性をもつ者の教員免許の取得促進や、特別免許状を活用した知識経験を有す
る社会人等の入職促進

③　専門職にふさわしい処遇を実現します
　〇教職の重要性を踏まえた処遇改善（教職調整額の改善）
　〇職務や勤務の状況に応じた処遇改善（各種手当の改善：学級担任への加算、管理職手当）
　〇新たな職について、給料表の新たな級を創設し処遇改善。
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〔子供たち一人一人に対するきめ細かな教育の実現のための教育予算拡充を求める全国集会〕
○日　時　11月27日　17：30～18：30　　○会場　参議院議員会館講堂
○主　催　子どもたちの豊かな育ちと学びを支援する教育関係団体連絡会（教育関係23団体）
○参加者　教育関係者及び各政党代表者（約200人）
阿部俊子文部科学大臣をはじめ各政党代表者の参列のなかで、「子供たち一人一人に対するきめ細かな
教育の実現のための教育予算拡充を求めるアピール」を採択し、政府及び関係国会議員等に対し、教職員
定数の改善や支援スタッフの拡充、教職調整額をはじめとする教員の処遇改善等を要請した。
（「会報第234号」参照）

全国 8地区において連絡協議会を開催し、課題の検討や相互の連携・協働に努めた。

北海道地区………（ 5月17日、札幌市・ホテルライフォート札幌・66名出席）

〇�北海道教育庁をはじめ関係団体から来賓18名参列のもと定期総会を開催。

　「北海道教育の日」道民運動推進協議会の活動報告、諸議案の協議、総会宣言など。

東北地区…………（10月 8 ～ 9 日、福島市・ホテル福島グリーンパレス・62名出席）

〇�協議題「充実した生き方や地域の教育・文化の向上に資する活動はどうあればよいか」

〇東日本大震災・原子力災害被災地（大熊町、双葉町など）の視察研修。

関東甲信越地区…（10月24～25日、宇都宮市・ホテルニューイタヤ・63名出席）

〇�協議題「人との繋がりを大切にし、活動が見える退職校長会を目指して～明るく豊か

な生き甲斐のある人生を送るために～」

〇大谷寺（日本遺産・日本最古の石仏）・大谷資料館・地下採掘場の見学

東海北陸地区……（11月 6 日、岐阜市・ホテルグランベール岐山・28名出席）

〇�協議題「定年延長制度を踏まえた新入会員確保のための現状と課題」

〇意見交流「本年度特に力を入れて取り組んでいること」○講演会「淡墨桜と桜守」

近畿地区…………（10月25日、奈良市・奈良ホテル・98名出席）

〇�協議題「これからの時代を着実に進む持続可能な組織づくりと定年延長に伴う新規会

員の確保について」〇研修会「描いて理解して楽しんで」会員の体験実践発表。

中国地区…………（10月17～18日、山口市・セントコア山口・59名出席）

〇実践発表「与生を豊かに」「退職校長のキャリアを生かしたESD・SDGs の取組」等

〇�グループ協議「健康と趣味、生きがいと支部活動について」「定年引上げ後の現状・

課題・対策について」「会費等会計の収支に関する課題について」

四国地区…………（ 9月26日、徳島市・阿波観光ホテル・18名出席）

〇�協議内容「新しい退職制度と新会員勧誘について」

〇情報交換「会費・予算・支出削減について」

九州地区…………（ 5月 9～10日、長崎市・ヒルトンヒル長崎・40名出席）

〇�協議事項「魅力ある退職校長会のあり方と活動について」「退職校長会活性化のため

の充実した活動について」〇事務局長部会「新会員の加入促進と会員の減少対策につ

いて」「予算の確保及び効率的な予算執行について」

❺ 各地区退職校長会連絡協議会の開催
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教育振興部
　部　長	 荻原　武雄
　部　員	 植松　光一
	 高橋妃彩子
	 馬場喜久雄

１ 道徳科の授業は道徳教育の要

学校における道徳教育は、全教育活動で行う道

徳教育と、道徳教育の要として行う週 1単位時間

の授業である道徳科から成り立っている。

前者は、学校の教育活動のあらゆる場面で行わ

れる。各教科等においてはもちろんであるが、例

えば明るく挨拶をすることや友達と仲良く過ごす

こと、道具を丁寧に扱う指導など、全てが道徳教

育の一環と言える。後者の週 1単位時間の道徳科

の授業は、全教育活動における道徳教育を補充、

深化、統合する役割がある。

◆ 補充、深化、統合の役割を押さえる。

道徳科は、道徳科以外における教育活動と密接

な関連を図りながら、取り扱う機会が十分でない

道徳的価値に関わる指導を補ったり（補充）、指

導を一層深めたり（深化）、相互の関連を考えて

発展させ統合させたりする（統合）役割を担って

いる。教育活動全体を通じて行う道徳教育を扇の

要のように束ねているのが道徳科ということであ

る。

前文①にも示しているが、道徳科の特質を踏ま

えて、道徳科の授業の更なる充実を図るには、道

徳科が全教育活動における道徳教育との密接な関

わりが不可欠だということを意識することが重要

である。単発に1単位時間の道徳科の授業だけを

行っていればよいということではない。授業者は、

本時の道徳科の授業が補充・深化・統合のどの役

割を担っての授業なのかを明確に押さえて指導す

ることが肝要である。

各教科等や日常の学校生活を通して行われる道

徳教育と週 1単位時間の道徳科の授業が密接な関

連を図りながら、児童生徒の道徳性を養うことが

大切であり、このことをしっかり押さえて道徳科

の授業を行うことこそ充実した授業に繋がる。

◆ 要ということを常に意識することで、教科書

の効果的な活用や道徳教育に関する諸計画の周到

な準備ができる。

昨年度の調査結果では、多くの学校がねらいと

する道徳的価値に迫るのに効果的であるとして教

科書を一部差し替えて使用しているということが

Ⅰ　道徳科の授業の更なる充実に向けて

昨年度実施の「公立小・中学校の道徳科の授業の現状と課題について」の調査結果では、道徳科の授

業が教科書を効果的に活用し、指導方法などの質的改善がなされていることが確かめられた。

そこで、今年度は、昨年度の調査結果をもとに、道徳科の授業の更なる充実を目指すため、次の①

②の基本項目を押さえながら、具体的な方策について研究を進めることとした。

①　道徳科の授業の要 ( かなめ ) としての役割を果たすには、基盤である全教育活動における道徳教育

との密接な関わりが不可欠であること。［補充・深化・統合］

②　道徳科の授業は、児童生徒一人一人がねらいに照らして、自分の生き方（過去の追憶、現在の思

い、将来の希望）について深く感じ、考える営みであること。［個別最適な学び、協働的な学び］

全国連合退職校長会の調査・研究
❶教育振興部の活動
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分かった。教科書においても、年間の道徳科指導

を見据えた補充、深化、統合の役割を考えた活用

が、指導観を明確にし、充実した授業に繋がるこ

とを意識することが重要である。

また、諸計画においても然りである。特に全体

計画の別葉には、学校行事や他教科等との関連が

記述されている。本時の道徳科の授業が補充、深

化、統合のどの位置づけであるのかが明確化され

る工夫が大事である。

₂ �道徳科の授業は自分の生き方について感じ、

考える営み

前文②は、児童生徒一人一人が内面的資質とし

ての道徳性を主体的に養い、自己の生き方につい

ての考えを深めることが重要であることを示して

いる。自己を見つめ、生き方について、一人でじ

っくりと、または友達と話し合いながら考えるに

は、教師と児童生徒、児童生徒相互の信頼関係の

構築が大切である。一人一人が自分の感じ方や考

え方をのびのびと表現できる温かな学級づくりを

基本として、教師が「待つ、聴く、受け止める」

の姿勢で、児童生徒の内面が表出できるような工

夫が必要である。そうすることで、児童生徒は安

心して自分の生き方についての考えを深めること

ができる。

そのために、一人一人の可能性を引き出す個別

最適な学びと協働的な学び、認め励ます評価が不

可欠となる。

◆ 道徳科における「個別最適な学び」と「協働

的な学び」について

個別最適な学びと協働的な学びを考える際に道

徳科の目標をしっかり押さえ、どのように取り込

んでいけばよいのかを考えることが重要である。

個別最適な学びは、教師からすれば個に応じた指

導であり、児童生徒一人一人の感じ方や考え方を

尊重しながら生き方についての考えを深めさせる

ことができる学習である。また、協働的な学びは、

多面的・多角的に考えることによって、多様な感

じ方や考え方に接したり、協働しながらよりよい

学びを生み出したりすることである。そのための

ツールであるＩＣＴの活用もあくまでも手段であ

り、目的にならないようにすることが大切である。

◆ 道徳科における評価について

昨年度の調査結果では、小・中学校ともに、多

くの学校で道徳科の評価の在り方について共通理

解を図っていることが分かった。大事なのは、校

長のリーダーシップのもとに、道徳教育推進教師

を中心として、組織的に取り組むことである。指

導と評価の一体化こそ、道徳科の授業の充実に繋

がる。

道徳科の評価の基本は次に示す通りである。

①　子供のよさと可能性を発見し、伸ばすため

のもの

②　子供自身の自己実現の糧となるべきもの

③　①②を明確にするために指導が適切であっ

たかを確かめるもの

これらのことを踏まえて、児童生徒の学習状況

及び道徳性に係る成長の様子をしっかりと見取り、

認め励ます評価を行うようにすることが大事であ

る。

₃ 終わりに

時代の変化に応じて、例えばローテーション授

業などの新しい指導に取り組むことは大事である

が、今だからこそ、もう一度、教師一人一人が道

徳科の授業の不易な部分である基本的なことを押

さえることが肝要なのではないかと考える。
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問１　��昨年まで未制定の府県の状況について
⑴　新たに制定された府県…………………　無
⑵　制定の見込みが出てきた府県…………　無
⑶　行政等への働きかけ
　・千葉県
　　 6月 4日県教育長宛の教育の日制定に関する
要望を含む「要望書」提出

　・神奈川県
　　教育長への要望は毎年実施。市町村レベルは
理解が薄い。「かながわ教育月間」浸透

　・山梨県
　　教員出身県議員に「教育の日」を説明協力依
頼。

　・三重県
　　11月に県教委事務局と懇談、「教育の日制
定」を働きかける。会長が市町教委教育長を
訪問、制定を働きかける。

　・大阪府
　　交代した教育長に全国的な「教育の日」制定
状況を説明する。

　・鳥取県
　　県教委要望をおこなっているが、「検討中」
の返答

　・北九州市
　　機会をとらえて「教育の日」の意義について
働きかけている。

問２　�新たに制定された市町村
　・北海道更別村（昨年度の記入漏れ）
　・群馬県邑楽郡千代田町
　・福岡県三井郡大刀洗町

問３　「教育の日」関連の特色ある学校行事の例
制定市町村では、色々な学校行事を位置づけ
ているが、特に多いのが授業公開、学習発表会、
文化祭、ＰＴＡ講演会などである。その他特色
ある行事等を実施している都道府県を紹介する。

・�宮城県
町の選挙管理委員会が来校、選挙啓発授業等
を実施した。

・山形県
新庄市教育の日「コスモデー」で「ふるさと
学習発表会」等実施。

・福島県
県立美術館等で小中高生の鑑賞料無料。

・埼玉県
「ＳＳＨサイエンス教室」等を実施。

・千葉県
南房総市で「市、百文字作文最優秀受賞者の
発表」や中学生の「南房総学」の発表、給食
レストラン開催。

・山梨県
甲府市で「甲府きょういくの日コンサート」
開催

・石川県
野々市値市立中学校で「ノーネット・ノーゲ
ーム・ノーテレビデー」を実施。

・新潟県
上越市、見附市、胎内市、聖籠町で市民向け
授業参観、学校行事を実施。

・岐阜県
「ふるさと教育表彰」を実施。

・静岡県
「かけがわ教育の日」に「子供が主役の教育
の日」として「創ろう！私たちのミライ～変
わるものと変わらないもの～Vol.3」をオン
デマンド、ハイブリッドで実施。

・�滋賀県
「たかほ学」の学びの発信・発表の場として
「たかほサミット」を開催。大津高家庭科に
よる商店街とコラボのファッションショー

・�兵庫県
4 泊 5 日の「自然学校」を実施。

・�広島県

Ⅱ　「教育の日」制定推進と活動の状況

各都道府県退職校長会の協力による回答を報告致します。
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「学校へ行こう週間」と名付けた学校公開を
実施。

・�島根県
学校所蔵の登録文化財の公開。

・�山口県
「地元の大人から学ぶキャリア教育」「人づ
くり講演」「県外高校との姉妹校交流」
「 7年間で 7地域を巡る遠足」等実施する学
校あり。

・�香川県
全国高校生ビジネスアイディアコンテストで
優秀な成績の実践発表

・�長崎県
佐世保市で「被爆体験者の講話、佐世保空襲
を語り継ぐ会」実施。
島原市で「噴火災害を語り継ぐ取組」等実施。

・�佐賀県
伊万里小児童、伊万里高生徒でカブトガニ産
卵地の清掃活動。

・�宮崎県
歴史アドベンチャーとして町内史跡めぐり等
実施。

問４　�全県的な関連行事の例
・�北海道
「北海道教育の日」総会実施。
制定記念行事リーフレット作成（ＰＤＦで配
布）、 2月に実践資料18集配布。

・�宮城県
「みやぎ教育の日推進大会」を開催し、高校
生徒の人権作文発表、小学校教諭の実践発表、
校長による実践発表を行う。

・�青森県
「あおもり教育の日」推進大会が 5年ぶりに
開催される。

・�茨城県
「令和 5年度いばらき教育の日・教育月間シ
ンポジウム」開催。本年度は「考えることは
楽しい　ナゾトキ×探究学習」を謎解きクリ
エーターを招き実施。

・�埼玉県

「県民がんサイエンスサロン」「産業教育フ
ェア」「情報の探し方講座」「文化講座」を
実施。

・�新潟県
「新潟県教育の日記念イベント」開催。
講演、児童生徒の「探究的な学び」の成果発
表、パネルディスカッション等実施。

・�長野県
「信州教育の日」山ノ内大会実施、分科会に
て教育委員会、学校、高校生徒の発表あり。

・�新潟県
「こどもディスカッション」を開催。

・�石川県
「タウンミーティング」を県下 4教育事務所
で開催。「心の教育推進大会」を開催。

・�滋賀県
「ビワイチの子」体験促進事業としてガイド
付きサイクリングツアー、「学び合う力推進
授業　幼保小の架け橋プログラム公開授業」
等実施。

・�岡山県
「高校生ゆめ創造祭」を開催。
「高校生はつらつトーク」「高校生の主張」
「何でもパフォーマンス」等を実施。

・�山口県
「校外クリーンアップ活動」「 7年間で 7地
域巡る遠足」「県外高校との姉妹校交換会」
等実施。

・�長崎県
「長崎っ子の心を見つめる教育週間」コロナ
禍を乗り越えて継続実施。

・�鹿児島県
「地域が育む『かごしまの教育県民週間』」
実施。学校訪問、授業参観、後援会等開催。
退職校長会も積極的に教育支援事業を行う。
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「教育の日」の制定状況　（令和６年12月現在）
―  39都道県、110市、１区、86町、24村  ―

○北海道地区　制定 − 北海道
（北海道）	 石狩市　岩見沢市　小樽市　帯広市　苫小牧市　函館市　砂川市　稚内市
	 滝川市　赤平市　旭川市　美唄市　白老町　豊頃町　本別町　幕別町　月形町
	 今金町　陸別町　大樹町　池田町　浦幌町　上砂川町　音更町　中札内村　更別村

○東北地区　制定県 − 青森県　岩手県　宮城県　秋田県　福島県　山形県
（青森県）	野辺地町　（秋田県）　大館市　男鹿市
（山形県）	 上山市　新庄市　天童市　村山市　山辺町　朝日町　（福島県）　浅川町

○関東甲信越地区　制定県 − 茨城県　栃木県　群馬県　埼玉県　東京都　神奈川県　長野県　新潟県
（茨城県）	ひたちなか市　土浦市　守谷市　稲敷市　牛久市　龍ケ崎市　筑西市　結城市
	 阿見町　河内町　利根町　茨城町　大洗町　城里町　東海村　美浦村

（群馬県）	前橋市　渋川市　藤岡市　沼田市　明和町　神流町　千代田町　上野村
（埼玉県）	白岡市　（千葉県）　佐倉市　銚子市　野田市　南房総市　鋸南町　長生村
（東京都）　あきる野市　葛飾区　（山梨県）　甲府市　中央市
（新潟県）　上越市　見附市　胎内市　聖籠町

○東海北陸地区　制定県	  − 石川県　岐阜県　静岡県
（静岡県）	掛川市　富士宮市　（三重県）　名張市

○近畿地区　制定県 − 滋賀県　兵庫県　奈良県　和歌山県
（滋賀県）　栗東市　（奈良県）　奈良市　香芝市　葛城市　王寺町　河合町　上牧町　広陵町
（和歌山県）　和歌山市　海南市　橋本市　有田市　田辺市　新宮市　岩出市　紀の川市　御坊市
	 紀美野町　かつらぎ町　九度山町　高野町　広川町　由良町　有田川町　美浜町　日高町
	 みなべ町　印南町　白浜町　上富田町　すさみ町　串本町　那智勝浦町　太地町　古座川町
	 湯浅町　日高川町　北山村

○中国地区　制定県 − 島根県　岡山県　広島県　山口県　鳥取県
（鳥取県）	 鳥取市　南部町　（広島県）　三原市　府中市　東広島市　世羅町
（山口県）　美祢市　萩市　宇部市　和木町

○四国地区　制定県 − 徳島県　香川県　愛媛県　高知県
（徳島県）　美馬市　三好市　鳴門市　つるぎ町　（高知県）　安芸市　三原村

○九州地区　制定県 − 長崎県　熊本県　大分県　鹿児島県　宮崎県　沖縄県　福岡県　佐賀県
（福岡県）	 筑後市　八女市　糸島市　太宰府市　古賀市　小竹町　水巻町　広川町　粕屋町
　志免町　篠栗町　須恵町　新宮町　宇美町　久山町　大刀洗町　（佐賀県）　嬉野市　唐津市　多久市
　神埼市　小城市　佐賀市　伊万里市　武雄市　鳥栖市　玄海町　（熊本県）　八代市　荒尾市
　宇土市　宇城市　合志市　大津町　美里町　和水町　氷川町　（大分県）　宇佐市　国東市
　佐伯市　津久見市　日田市　豊後高田市　別府市　杵築市　玖珠町　九重町　姫島村

（宮崎県）　串間市　日向市　日南市　都城市　宮崎市　三股町　国富町　日之影町　五ヶ瀬町
（沖縄県）　浦添市　宮古島市　那覇市　石垣市　糸満市　南城市　名護市　うるま市
　沖縄市　宜野湾市　南風原町　西原町　八重瀬町　金武町　久米島町　嘉手納町　本部町
　北谷町　与那原町　伊是名村　恩納村　北中城村　読谷村　大宜味村　多良間村　国頭村
　伊平屋村　中城村　南大東村　伊江村　東村　宜野座村　今帰仁村　渡名喜村
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教育課題委員会
　委員長	 橋本　誠司
　委　員	 梅村　　勝
	 堀内比佐子

「探究的な学び」を重視した柔軟な教育課程の編成

全国連合退職校長会の調査・研究
❷教育課題委員会の活動

東京都渋谷区教育委員会では令和 6年 4月から、文部科学省「授業時数特例校制度」を活用して、区立の
全ての小・中学校26校で「総合的な学習の時間」を 2倍ほどに増やし、「シブヤ未来科」を創設して探究学
習の充実を図る取組を進めています。
その先進的な取組について紹介し、探究的な学びを重視した柔軟な教育課程の編成について考えてみたい
と思います。

Ⅰ　探究「シブヤ未来科」の創設
渋谷区教育委員会では令和 4～ 5年度、総合的な学習の時間（70単位時間）のうちの20時間を「シブヤ
科」として設定し、渋谷区への誇りや愛着をもち、未来の創り手となる人材の育成を目指して、課題解決
型の学習に取り組んできました。
その「シブヤ科」の取組をさらに発展させるべく、授業時数特例校制度を活用し、国語や算数・数学な
ど各教科の標準授業時数の 1 割を総合的な学習の時間に上乗せして総合的な学習の時間を拡充し、探究
「シブヤ未来科」を創設しました。

●　学校の１日

●　探究「シブヤ未来科」の１年

前期の夏休み前までは、各教科の見方・考え方に基づいた探究の進め方やスキルを学びます。また、
渋谷区や各学校と関連のある地域の方や企業等とコラボして魅力ある体験活動を経験することで、「す
ごいな」「驚いた」「不思議だな」「なぜだろう」といった子どもたちの感動、発見、疑問を「問い」
につなげます。
夏休み明け以降は、学校が定めた共通テーマによる探究や、子ども一人一人が立てた「問い」を探究
していくＭｙ探究を通して情報収集や整理・分析、まとめ・表現の力を高めていきます。最終的にはＭ
ｙ探究の時間を増やしていきます。
（※ 当初から「Ｍｙ探究」を始め、課題をブラッシュアップさせながら、夏休みに情報収集等に当た

らせる学校もあるとのことです。）

前　期　　４月　～　１０月

探究基礎・企業等体験
── 30 ～ 50 時間 ──

共通テーマ探究
── 70 ～ 90 時間 ──

Мy 探究
── 15 ～ 35 時間 ──

後　期 　１0 月　～　３月

（探究基礎） （共通テーマ探究） （Мy 探究）

月　　　　　火　　　　　水　　　　　木　　　　　金
午　前

（1 ～ 4 校時）
教科を中心とした授業

国語、社会、算数・数学、理科　など

午　後
（5 ～ 6 校時）

探究「シブヤ未来科」の時間
── 子ども主体の学び ──

総合的な学習の時間、各教科の一部等（探究型の教科単元）
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●　探究「シブヤ未来科」の授業構想
探究「シブヤ未来科」の時間には、〇自ら考え判断して学び続ける自己調整力（基礎・自律）、〇多様
な仲間と協働して新たな価値を生み出す創造力（協働・共感・創造）、〇自分が思い描く未来を実現しよ
うとする挑戦力（挑戦）の育成に重点をおき、子どもたちの様々な興味や関心、疑問などをもとに設定し
た課題の追究・解決に向けて、「探究のプロセス」を大事にした授業を展開していきます。

「探究」することで、教科での学びを本当の学力へ
教科の学習で培った見方や考え方・スキルは、日常生活や社会の事象を考察する場面において生かさ
れなくては本当の学力として身に付きません。「シブヤ未来科」の探究の時間は、それを最大限に生か
す時間です。
他者と協働的に問題を解決したり、問題解決の過程を自ら振り返ったり、方法や手順を的確に記述し
たり伝え合ったりする探究活動は、従来の教科等の学習の中でもありましたが、「シブヤ未来科」の探
究の時間を通して、グローバルな視野をもった主体的な探究活動を充実させ、生きて働く本物の学力を
身に付けていきます。

●　探究「シブヤ未来科」年間計画の一例
渋谷区内の各学校では、探究「シブヤ未来科」の構想を基に、地域や企業等の協力を得ながら学校や地
域の特色を生かした年間指導計画を作成し、探究のプロセスの中で取り入れた学習活動を丹念に積み重ね
ながら探究「シブヤ未来科」の授業を展開しています。

課題の設定
研究目的活動・体験

方法・計画「問い」

まとめ・表現
ポスター プレゼン報告書

対話交流webサイト

発表会・演奏会・展示会

整理・分析
評　価 考　察図式化

分類整理

類似研究と比較

データ分析

対話交流

情報の収集

「探究のプロセス」

調査 試行実験・観察

ものづくり作品制作

令和6年度シブヤ未来科・総合的な学習の時間　年間指導計画案　（Ａ小学校第5学年）

4月

オリエン
テーション

探究基礎

テーマ探究80

マイ探究15
テーマ探究

「Ａ小給食大作戦」60「ペルーとの交流を深めよう」20

運動会に
向けて9

金管7 金管3

出前授業・体験活動は随時

金管5 金管15

教科・体験21

合計　156時間

飯山
6 行事25

Ａ小ランド5

展覧会に向けて5

　　マイ探究
テーマ探究を活かし
個々の研究を深める

5 6 7 9 10 11 12 1 2 3 時　数
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単元の全体計画「ペルーとの交流を深めよう」

１　単元名　　渋ベル１５１
（日本とペルー外交関係樹立151周年・2024年渋谷区とペルー共和国リマ市ミラフローレス区姉妹都
市提携）

２　単元の目標
⑴　ペルー共和国と日本の様々な違いにふれ、それぞれのよさを感じることができる。
⑵　友達と協力して、渋谷区の街やＡ小学校の特色を知りビデオレターにまとめることができる。
⑶　ペルーからのビデオレターをもとに、もっと知りたいことを考え、伝えることができる。
⑷　自国の文化を大切に思いながら、異文化に親近感をもったり違いを認めたりする活動を通し、ペ
ルー共和国をはじめ外国の人と進んでコミュニケーションをとったり交流したりしようとする。

３　単元の活動計画（全20時間）

●　学校への支援や保護者等への理解・啓発
渋谷区教育委員会では、探究「シブヤ未来科」の取組の学校への支援・環境整備や保護者等への理解・
啓発に努めています。

学校が探究に打ち込めるための環境整備
〇　先生が「探究」の準備をするための時間の確保
・余剰時数の削減
・Teachers learning day（ＴＬＤ）の設定（小：週 1、中：月 1）
・ＤＸによる校務や会議の効率化、行事の精選
・部活動改革

課題（時数） 探究的な学習の過程 連携した企業や地域の方

①ビデオレターを
　つくろう。
　（14）　10 月

【課】渋谷区の何を伝えれば良いのだろうか。
【情】渋谷区の街の〇○について情報を集める。
【整】ペルーの小学生に対し、何を伝えることが適切

かを話し合う。
【情・整】グループに分かれ、情報を集め、動画を作

成する。
【整】動画を「批判的」に見合い改善点を話し合う。
【ま】ペルーの小学生に向けたビデオレターを作成する。

ペルー大使館
渋谷区文化振興課
渋谷区役所
大阪万博プロデューサー
渋谷区ワンダフル給食事業
ビウラ
サレジアン・トン・ポスコ校
ミラフローレス
Mater Purissima 学院

②ビデオレターを
　観て興味を持っ
　たことやもっと
　知りたいことを
　まとめよう。
　（3）　　11 月

【課】ペルーから届いたビデオレターを観て次回のオ
ンライン交流に向けて質問内容をまとめよう。

【情】ビデオレターを観て、初めて知ったこと、興味
をもったこと、疑問に思ったことなど出し合う。

【整】質問してみたい動機や理由を明確化し、優先順
位や質問の内容を考える。

ペルー大使館
渋谷区文化振興課
渋谷区役所
ビウラ
サレジアン・トン・ポスコ校
ミラフローレス
Mater Purissima 学院

③現地の小学生と
　オンライン交流
　をしよう。
　（3）　　２月

【ま】質問者と聴き手に分かれ、オンライン交流の練
習をする。

【整】練習時に改善が必要な場面を見出す。
【ま】オンライン交流を通して、お互いの地域の特色

や学校の様子を伝え合う。

ペルー大使館
渋谷区文化振興課
渋谷区役所
サレジアン・トン・ポスコ校
ミラフローレス
Mater Purissima 学院
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〇　先生が自信をもつて「探究」に取り組めるための支援
・校長会、担当者会・教育指導課訪問での研修や指導助言
・先進的な「探究」実践を行う学校への訪問や講師を招聘した研修の実施
・“Good Next”を引き出すアプリを活用した学習の振り返り
・教員向け「探究ハンドブック」、子供向け「探究リーフレット」の作成
・教育委員会や企業による、各学校の探究カリキュラム作成支援
・地域・企業によるホンモノ体験

　シブヤ未来科　──　探究Ｑ＆Ａ　　　　　　　　（「探究ハンドブック」より）
Ｑ　教科の時間が減ってしまうと教科書が最後まで終わらなくなってしまう心配があります。
Ａ　�教科の時間がこれまでの 9割に減少しても、デジタル教材やデジタルツールを効果的に活用した個
別最適な学びや、対話的・協働的な学びによって、教員から教わる受け身の授業から、子ども自らが
考えて主体的に学ぶ授業へと転換を図ることができます。むしろ、効率もよくなり、また、深い学び
にもなって、学習指導要領に示された目標や内容は十分に満たされることが期待できます。午後の探
究の時間は、教科で学んだ知識や技能、考え方が生きて働く時間でもあり、教科の学習を深めるチャ
ンスとも言えます。タブレットを家庭に持ち帰って学習できることで着実な理解とその定着もつなが
ります。

Ｑ「探究をやっていて、入試は大丈夫ですか」と、保護者から問われているのですが・・・
Ａ　�入試は大きく変わり、最近は、思考力・判断力・表現力等を問う入試問題が多く見られるようにな
りました。これらの力は探究のプロセスによって身に付くものです。さらに、探究は自己の創造性を
発揮し問題解決能力の向上が図られるので、面接や小論文でも大きな強みになります。また、探究は、
教科で学んだ知識や技能、考え方が生きて働く時間です。ドリルや問題集などで習得する方法だけで
なく、現実の課題の中で学んだ知識や技能が鍛えられる場となっています。ですから、基礎的基本的
な事項を問う入試問題にも対応できます。文科省の調査データでも、総合的な学習の時間に積極的に
取り組んでいる児童・生徒ほど教科の平均正答率が高いという具体数値が出ています。

（以下省略）

令和6年度探究「シブヤ未来科」に取り組む中で見えてきた成果・課題

●　探究「シブヤ未来科」の成果と課題
渋谷区教育委員会では令和 6年12月、行政説明会や学校視察日を設けて、探究「シブヤ未来科」の取組
の中で見えてきた成果や課題を明らかにするとともに、○学校と地域・企業をつなぐ「シブヤ未来科」ポ
ータルサイトの構築、○探究「シブヤ未来科」スタンダードの構築など、今後の展望を示しています。

成　果 課　題

○探究「シブヤ未来科」を設定したことで、講義型
の一斉指導の授業が依然として多いものの、子供
に学び方を任せ、教師伴走型の授業スタイルが見
られるようになってきた。

○探究の取組の具体的な成果を保護者・区民・外部（メ
ディア、自治体等）に伝えきれていない。
○発表会を教員に楽しんでもらいたいが、準備等負
担をかけている。

○カリキュラム・マネジメント等を図りながら、学
校の特徴を活かした探究型の学習単元を開発する
ことができた。
○ポータルサイトが構築されることで、自校の探究
に合った企業の検索や打ち合わせが行いやすくな
る。

○区が目指す目標に照らし合わせた自校のテーマ研
究に関する学習評価基準が作成されていないので
子供にどの程度身に付けられたかが不安だ。
○М y探究は 40 人の子どもがいれば 40 通りのテー
マがあり、全ての子どもに支援ができるか不安で
ある。

教
育
委
員
会

学
　
校
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Ⅱ　探究的な学びを重視した柔軟な教育課程の編成
●　�渋谷区が活用している授業時数特例校制度は令和 4年度から実施されており、「令和の日本型学校教
育」を構築するために、学校の教育課程編成の裁量の幅を広げ、教科等横断的な視点に立った資質・能
力の育成や探究的な学習活動の充実等に資する教育課程を柔軟に編成・実施することができるようにな
りました。
●　�平成29年の学習指導要領の改訂において総合的な学習の時間は、探究的な学習の過程を一層重視し、
各教科等で育成する資質・能力を相互に関連付け実社会・実生活において活用できるようにするととも
に、各教科等を越えた学習の基盤となる資質・能力を育成することが示されました。けれども、「総合
的な学習の時間の成果と課題について」（平成30年10月文部科学省・教育課程部会）によると、

など指摘されており、探究的な見方・考え方を働かせ、横断的・総合的な学習を行う総合的な学習の時
間の一層の充実が求められています。
●　�令和 4年 1月、東京学芸大学附属大泉小学校は文部科学省教育課程特例校として、 5年間の研究「新
教科『探究科』の創設～教科の枠をこえる学習の充実」を発表し、この研究の成果を次期学習指導要領
の改訂に生かしていくよう提言しています。（令和 4年度全国連合退職校長会「研究紀要」参照）
●　�令和 4 ～ 5 年度、国立教育政策研究所が全国の小・中学校2,533校に行った調査によると、授業時数
に関する学校の裁量拡大について、小学校の71.2％、中学校の70.5％が「賛成」と回答しており、教育
課程編成の弾力化を求める学校現場の声は大変強いのです。
●　�令和 6年12月から中央教育審議会において、次期学習指導要領の改訂に向けて、「学校や教育委員会
の裁量による教育課程の編成」「授業時数と教える内容とのバランス」など検討される見通しですが、
渋谷区の取組が学校の裁量による柔軟な教育課程の編成につながっていくのか、その動向を注視してい
きたいと思います。
なお、本稿は、渋谷区教育委員会の行政説明会や学校視察時の提示資料、「シブヤ未来科探究ハンド
ブック」等をもとに作成しました。ご協力に感謝いたします。

成　果 課　題
○教科と異なり、決まった答えを出すのではなく自
分で調べ考えながら答えを創っていく授業なので
とても楽しい。
○企業等の体験が、いつもの授業では体験できない
内容であるのと、みんなで考えを出し合って進め
ていけるところがとても楽しい。

○自分一人だけで課題設定・情報収集・情報の分析・
まとめ、表現をやり切ったことがないので、М y
探究の時間に自分一人でやり切れるか不安である。
○М y探究を進めるにあたって、どんなものがあっ
たのか参考にしたい。

○受け身の学びではなく、自分から学びを進めるス
タイルに期待している。
○地域や企業の体験を通して、地域・保護者が学校
の学びに参加・協力しやすくなった。

○学校でどのような学習をしているのか、どんな力
を身に付けたのか、いまいち分からない。
○探究が教員の負担になることで、他に手が回らな
くならないか不安だ。

児
童
・
生
徒

保
護
者

＜成果＞・総合的な学習の時間の取組が、各教科等における探究的な学習の根幹になっており、知識・技能の
　　　　　定着と思考力・判断力・表現力の育成につながっている。
　　　　　・総合的な学習の時間は、ＰＩＳＡ調査（ОＥＣＤ）の好成績につながったと国際的にも高く評価さ
　　　　　　れている。

＜課題＞・総合的な学習の時間と各教科等との関連が不十分であり、学校により指導方法の工夫や校内体制の
　　　　　整備等に格差がある。
　　　　　・社会に開かれた教育課程の実現に向けて、実社会・実生活にかかる課題をより積極的に取り扱うこ
　　　　　　とが必要である。
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生涯福祉部
　部　長	 岡野　仁司
　	 荒井　忠夫
	 川名　葉子

高齢者が遭遇する要介護の原因は認知症、高齢

による身体機能の低下、骨関節疾患といった老年

症候である。

これらの健康リスクに負けない秘訣は「身体機

能を保つ」「脳の若さを保つ」「生活習慣病に備

える」の三つであると言われる。

脳の若さを保ち、身体機能の低下に備える。毎

日同じ生活を繰り返していると脳は同じ分野だけ

しか使わないのだ。

できるだけ違う分野も働かせるよう心掛けるこ

とだ。パソコンやスマートフォンの操作、別の趣

味に挑戦する。町歩きで散歩道を変えて違う景色

を楽しんだり、初めての喫茶店に入るなどの新し

い行動を起こしてみよう。行動が伴うことが大切

である。筋肉を動かすことになる。日記や手紙を

書く、パソコンをいじる、庭いじり、人と会話す

ることだ。対面の会話は相手の表情を見て言葉を

選ぶことができるし、携帯電話などでも相手の言

葉のトーンを感じて同じことが可能である。家族

の中で別の役割を申し出たり、外に出て新しい友

達を作ることも大切だ。

このように積極的で新しいことへの挑戦は思い

もしなかった発見と感動に出会う機会が訪れる。

その時は思い切り驚きと感動に浸ることだ。心が

動いて感動したとき人は動き出し、夢を形にする。

脳の若さを保つ秘訣の一つだ。日本人の平均寿命

はこれからも延びていくことが予想される。健康

寿命もこれと平行して延伸することを願いたい。

どこの国も経験したことがない超高齢社会に我々

は生きている。それを乗り切るには、我々の「生

涯観」を変えていく必要がある。高齢者が各々で

「老い」を少しでも食い止め、「年を取ること」

をポジティブな方向に変えていくことが社会の重

要な課題であると言われている。

そのベースとして、高齢者が能力を発揮できる

条件整備が現在進んでいる。

一方で現在、入院患者の 7割が65歳以上の高齢

者であり、その半数は75歳以上だと言われている。

急性疾患の若者を受け入れる病床が逼迫している

ことが予想される。往診、訪問診療も増えている。

家族介護が当てにならない時代がいずれ来る。治

ることが期待できない「老いの坂」を自分の力で

少しでもなだらかにしたい。

高齢者が自らの幸せを願うなら、自分の「加齢

観」を変えて、医療より介護、さらに介護より日

常の生活が大切であることを強く意識したいもの

だ。

自分や自分たちの行動が他を喜ばせる、他の平

安に役立つという実感を大切にして、ワクワクす

る高揚感、感動、損得を抜きにした満足感を経験

したい。

幸せと感じることがストレスを下げ、脳血管障

害や糖尿病のリスクをさげて、結果的に健康寿命

が延びると言われる。

元気の秘訣はワクワクする高揚感、驚き感動を

忘れないことである。現代人の健康を守るために

欠かすことができない。

全国連合退職校長会の調査・研究
❸生涯福祉部の活動

◆医療に関する情報◆
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令和 6年度  米寿者・上寿者人数／令和 5年度  春秋叙勲　各都道府県別受章者数一覧
令和６年９月調査令和６年７月調査

米寿 上寿 瑞宝
単光章

瑞宝
双光章

瑞宝
小綬章

瑞宝
中綬章

旭日
小綬章

受章者
総　数

前年度との
比較

★昨年受章
者総数

北海道 102 5 33 9 42 − 1 43
青　森 25 2 9 1 10 − 3 13
岩　手 46 5 1 12 3 16 − 7 23
宮　城 56 8 10 3 13 1 12
秋　田 75 3 4 4 − 1 5
山　形 68 2 6 4 10 − 1 11
福　島 66 3 13 3 16 16
茨　城 76 7 18 4 22 3 19
栃　木 85 5 6 8 14 14
群　馬 37 5 8 3 11 11
埼　玉 65 9 17 8 25 1 24
千　葉 64 10 26 2 28 1 27
東　京 82 15 1 45 4 1 51 19 32
神奈川 111 6 23 8 31 31
山　梨 1 0 7 2 9 1 8
長　野 73 6 10 4 14 14
新　潟 68 1 12 6 18 − 1 19
富　山 35 3 6 2 8 8
石　川 38 6 6 2 8 8
福　井 32 1 5 3 8 2 6
岐　阜 65 4 6 7 13 − 1 14
静　岡 81 5 12 8 20 4 16
愛　知 該当なし 該当なし 25 5 30 2 28
三　重 61 5 9 6 15 2 13
滋　賀 35 0 7 1 8 8
京　都 17 0 5 5 − 3 8
大　阪 105 26 28 4 32 − 2 34
兵　庫 103 9 22 6 28 − 1 29
奈　良 35 3 6 2 8 8
和歌山 25 0 6 2 8 3 5
鳥　取 18 3 2 4 3 9 3 6
島　根 38 3 4 3 7 − 1 8
岡　山 69 6 6 7 13 − 1 14
広　島 82 5 9 1 10 2 8
山　口 51 11 7 4 11 1 10
徳　島 42 4 4 3 7 − 1 8
香　川 17 4 4 4 8 1 7
愛　媛 5 0 5 4 9 − 2 11
高　知 3 0 3 4 7 − 2 9
福　岡 101 10 17 6 23 − 9 32
佐　賀 44 7 5 2 7 − 1 8
長　崎 40 1 7 5 12 12
熊　本 80 13 11 3 14 14
大　分 64 7 4 5 9 − 1 10
宮　崎 53 5 1 6 7 − 3 10
鹿児島 97 11 14 3 17 1 16
沖　縄 21 0 9 1 1 11 1 10

合　計 2,557 244 4 516 184 1 1 706 6 700
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事業委員会
　委員長	 藤崎　武利
　委　員	 新藤　久典
	 齊藤とも子

１ 会員の確保　組織の維持

○�新会員・準会員の加入促進については定年延長

に対応した取り組みを各支部の実情に配慮して

進める	 北海道

○役職定年＝退校会加入の定着	 山形県

○�役職定年時校長等の祝意と本会への勧誘を活発

に行う	 群馬県

○�役職定年となる60歳の時点で入会を働きかける

入会時延長を要請された場合はそれを尊重する

	 千葉県

○60歳時に入会を勧める	 新潟県

○�60歳での退任者を対象に勧誘

　加入促進案の提示　支部ごとの努力	 石川県

○�現職校長が役職定年に達した年度末を機に加入

促進に努める	 静岡県

○役職定年をもって入会する	 京都府

○満60歳校長園長の校園訪問と加入の勧誘

	 山口県

○�新任校長へ祝品を贈って祝意を表すなど加入促

進のための活動に努める	 群馬県

○会員数確保が懸念されたが微増している

	 山梨県

○ 8年目の「現職会員制度」の維持と改革

	 奈良県

◎新会員の加入促進　特に定年引き上げによる加

入促進を最重点課題として取り組む団体が数多く

見られた。

２ 教育支援

○�活動の重点「教師の喜びと生きがいを伝えてい

こう」 6年次	 山形県

○�「教育実践福島ラウンドテーブル」福島大学へ

の協力	 福島県

○東京都教育庁との連携	 東京都

○�県教委「 2・ 3年次教員アドバイザー事業」へ

の協力	 新潟県

○県教委［体験教育］推進への協力	 兵庫県

○「地域学校協働活動」への参画	 福岡県

○�県教委のシステムとの連携による「人材バンク

一覧表」の作成と活用	 長崎県

◎�地域の学校支援のみならず、将来教師を目指す

学生への支援も見られた。

３ 復興支援

○�東日本大震災等の被害地区会等の交流推進・能

登半島地震被災者への支援	 岩手県

○�能登半島地震による被災会員の会費免除

避難中学生宿舎の来訪者受付ボランティアに

100名が取り組む	 石川県

○�東日本大震災の復興支援に加えて能登半島地震

被災地区への支援も行っている

	 福島県・岐阜県他

４ 周年記念事業関係

○�岩手県　山形県　福島県　茨城県　群馬県

　埼玉県　千葉県　東京都　神奈川県　山口県

　徳島県等（既に実施・準備中を含む）

全国連合退職校長会では毎年、各都道府県の退職校長会概要（Ａ 4 判表裏 1 枚）を一冊にまとめ、全国

の退職校長会の活動の様子が一覧できる冊子を作っている。各都道府県の事務局などに 2 冊ずつ配布して

3 年目になり、コロナ禍から復活した会員の方々の目にとまる機会も今まで以上に増えたと思う。改めて

55の団体の概要から、定年延長に伴う加入促進の方策や課題への取り組みと存在感のある事業について、

各団体がどのように工夫・努力しているかをまとめた。また、周年記念事業等の実施や準備している団体

も多く見られた。

全国連合退職校長会の調査・研究
❹事業委員会の活動



21

編集後記
「年間紀要」は、長年Ｂ 5判での印刷・製本が定番でしたが、会員の皆様からのご要望を受
けて令和 6年度から「会報」とともにＡ 4判に切り替えることとしました。ただ近年の諸物価
高騰の影響で印刷用紙及び配送料が高くなり、頁数を 8頁縮小せざるを得ませんでした。
国会、文科省、中教審等への要望活動は、全連退として最も重要視する活動ですが、紙面の
制約で最小限にとどめざるを得ませんでした。また、各地区の情報や活動報告も割愛させてい
ただいたことをお詫びいたします。
さて、令和 7年は、全連退設立60周年記念事業が10月 7 日に予定されており、現在各担当委
員会で鋭意準備中であり、会員の皆さまのご理解とご協力をお願い申し上げます。
令和 7年（西暦2025年）は、いろいろな意味で記憶にとどめ、また次のステップへの足掛か
りの年であると言われています。まずは、昭和20年の終戦から丁度80年を迎え、戦後生まれが
全体の 4分の 3以上を占める現在、この80年間の我が国の発展と教育の進展について振り返り、
これからの我が国のあるべき姿を考えるときでもあります。また、昭和元年から数えて丁度
100年目に当たる年でもあります。昭和、平成、令和と 3 代を生き抜いてきた私どもにとって
も、感慨深い一年になることと思います。
また近年の若者たちが世界に羽ばたき、各方面で活躍する姿が私たちに生きる力を与えてく
れています。大リーグで大活躍の大谷君たちが、今年はどんな姿を見せてくれるか春の訪れを
今から楽しみにしているこの頃です。

田 中  昭 光

三 上  裕 三

川井　　仁

荻 原 武 雄

岡 野  仁 司

佐々木多美子

藤 崎  武 利

村 山  忠 幸

橋 本 誠 司編 集 委 員

全国連合退職校長会は、昭和40年（1965年）６月10日、我が国の教育の正常化と教

育振興への期待を担って設立された。設立以来60年を迎える令和７年度において設立

60周年記念事業を実施するため、現在準備進行中であることをご案内いたします。

○記念式典・祝賀会の実施

・日　時　令和７年10月７日（火）　11時〜15時

・会　場　アルカディア市ヶ谷（千代田区九段北４−２−25）

○記念事業

・「設立60周年記念誌」「全連退会報（特集号）」の発行

・記念講演　６月の総会時に実施予定

・式典において功労者に敬意と感謝を表する。（表彰状贈呈）

全連退設立60周年記念事業の実施
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